
 

【表紙】  

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 令和６年11月11日

【中間会計期間】 第19期中(自 令和６年４月１日 至 令和６年９月30日)

【会社名】 三重交通グループホールディングス株式会社

【英訳名】 Mie Kotsu Group Holdings, Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　竹　谷　賢　一

【本店の所在の場所】 三重県津市中央１番１号

【電話番号】 (059)213-0351

【事務連絡者氏名】 経理グループ　経理担当部長　岩　垣　智　憲

【最寄りの連絡場所】 三重県津市中央１番１号

【電話番号】 (059)213-0351

【事務連絡者氏名】 経理グループ　経理担当部長　岩　垣　智　憲

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

 (名古屋市中区栄三丁目８番20号)
 

 

EDINET提出書類

三重交通グループホールディングス株式会社(E04233)

半期報告書

 1/26



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第18期

中間連結会計期間
第19期

中間連結会計期間
第18期

会計期間
自 令和５年４月１日
至 令和５年９月30日

自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日

自 令和５年４月１日
至 令和６年３月31日

営業収益 (千円) 43,770,370 51,112,419 98,218,442

経常利益 (千円) 3,617,342 5,240,442 7,537,297

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 2,704,070 4,081,370 4,750,332

中間包括利益又は包括利益 (千円) 3,731,777 3,055,762 7,550,784

純資産額 (千円) 56,057,595 61,844,917 59,331,759

総資産額 (千円) 173,719,073 178,387,183 181,293,822

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 27.07 40.77 47.52

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 32.1 34.5 32.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 737,626 6,183,485 6,365,782

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,186,896 △8,366,500 △5,630,037

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,651,132 1,134,929 △52,648

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 8,675,039 7,108,189 8,156,274
 

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当中間期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

（経営成績）

当中間連結会計期間（以下「当中間期」という。）におけるわが国経済は、物価や金利が上昇傾向にあったもの

の雇用環境の改善や賃上げの浸透、インバウンド需要の拡大などにより緩やかな回復が続きました。一方、為替市

場の不安定な動きやウクライナに加え中東での地政学的リスクの高まりなど先行き不透明な状況で推移しました。

このような中、当社グループでは、三交不動産㈱において、本年４月に「名駅三交ビル」、６月に「第２名古屋

三交ビル」を新たに開業し、また、三重県四日市市では県内初となる売却型賃貸マンションの開発に着手するな

ど、成長ドライバーとなる不動産セグメントを中心に収益基盤の拡充を進めました。

当中間期は、不動産セグメントでは分譲マンションの引渡しが進捗したことや前期に取得した賃貸物件が収益に

寄与したこと、流通セグメントでは生活用品販売事業や自動車販売事業における販売増によりそれぞれ増収となり

ました。また、運輸及びレジャー・サービスセグメントにおいては需要の回復に伴う利用者増や単価が上昇したこ

とにより増収となりました。

この結果、当社グループの営業収益は、511億12百万円（前年同期比73億42百万円、16.8％増）となり、営業利益

は51億49百万円（同16億63百万円、47.7％増）、経常利益は52億40百万円（同16億23百万円、44.9％増）、親会社

株主に帰属する中間純利益は40億81百万円（同13億77百万円、50.9％増）となりました。

 
セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。
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①運輸セグメント

一般乗合旅客自動車運送事業（乗合バス）では、観光地における輸送が好調に推移していることなどにより営業

収益は増加しました。一般貸切旅客自動車運送事業（貸切バス）では、昨年８月に公示された運賃見直しが寄与し

たことなどにより営業収益は増加しました。一般乗用旅客自動車運送事業（タクシー）では、三重県北部でのビジ

ネス需要減等により旅客人員は減少しましたが、昨年９月の運賃改定が寄与したことなどにより営業収益は増加し

ました。

この結果、運輸セグメントの営業収益は118億17百万円（前年同期比５億41百万円、4.8％増）となり、営業利益

は５億19百万円（同３億16百万円、155.3％増）となりました。

 
業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

一般乗合旅客自動車運送事業(乗合バス) 5,373 3.3

一般貸切旅客自動車運送事業(貸切バス) 3,287 15.5

旅客運送受託事業 2,458 1.4

一般乗用旅客自動車運送事業(タクシー) 383 1.7

貨物自動車運送事業 106 7.5

自動車整備事業 254 12.1

その他 1,074 △9.6

小計 12,938 4.7

内部取引の消去 △1,120 －

合計 11,817 4.8
 

(注)　 一般旅客自動車運送事業における営業成績は下記のとおりであります。

区分 単位
一般乗合
旅客自動車
運送事業

前年同期比
（％）

一般貸切
旅客自動車
運送事業

前年同期比
（％）

一般乗用
旅客自動車
運送事業

前年同期比
（％）

営業日数 日 183 0.0 183 0.0 183 0.0

期末在籍車両数 両 794 △0.8 248 △7.8 135 0.7

営業キロ km 6,969 0.6 － － － －

実働走行キロ 千km 14,068 △4.0 4,539 △10.6 740 △6.7

旅客人員 千人 20,061 3.9 1,020 0.1 193 △5.9

旅客運送収入 百万円 5,230 4.2 2,433 11.3 377 1.7

運送雑収 百万円 142 △20.1 854 29.3 6 1.9
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②不動産セグメント

分譲事業では、販売が好調に推移した新築マンション「プレイズ白子駅前」の竣工・引渡しがあり、営業収益は

増加しました。賃貸事業では、前期に取得した賃貸物件の稼働のほか、「名駅三交ビル」や「第２名古屋三交ビ

ル」の開業が収益に寄与したことなどにより営業収益は増加しました。建築事業では、注文住宅やリフォームの完

工増により営業収益は増加しました。環境エネルギー事業では、日照時間の減少に伴う発電量の低下により営業収

益は減少しました。仲介事業では、取扱件数は増加したものの営業収益は微減となりました。ビルやマンションの

管理等を行う不動産管理事業では、新規物件の受注等により営業収益は増加しました。

この結果、不動産セグメントの営業収益は191億67百万円（前年同期比50億８百万円、35.4％増）となり、営業利

益は39億71百万円（同９億54百万円、31.6％増）となりました。

 

業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

分譲事業 7,674 137.4

賃貸事業 5,204 8.7

建築事業 1,571 9.5

環境エネルギー事業 3,043 △2.7

仲介事業 509 △1.5

不動産管理事業 1,442 9.2

その他 34 110.0

小計 19,480 34.9

内部取引の消去 △313 －

合計 19,167 35.4
 

(注) １　分譲事業及び建築事業の営業収益は、その計上時期が第４四半期連結会計期間に偏る傾向があり、中間連結

会計期間の計上額が相対的に少なくなるという季節的変動があります。

２　分譲事業における営業成績は下記のとおりであります。

区分
土地

（ロット）
前年同期比
（％）

建物
（戸）

前年同期比
（％）

営業収益
（百万円）

前年同期比
（％）

戸建分譲 39 25.8 29 93.3 990 63.5

マンション分譲
－ －

186 △31.4
6,645 155.8

(持分換算後) (175.2) (253.2)

土地売却他 － － － － 38 29.0
 

３　建築事業における受注状況は下記のとおりであります。

区分
受注高

（百万円）
前年同期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

建築事業 1,990 18.6 2,453 △3.5
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③流通セグメント

石油製品販売事業では、物価高騰に伴うガソリンの販売数量減等により営業収益は減少しました。生活用品販売

事業では、ハンズメッセの開催等、来店を促進する取組みを進めたことで客数が回復したことに加え、一人当たり

の購入単価も上昇したことにより営業収益は増加しました。自動車販売事業では、トラックの新車販売台数増によ

り営業収益は増加しました。

この結果、流通セグメントの営業収益は161億74百万円（前年同期比10億78百万円、7.1％増）となり、営業利益

は２億15百万円（前年同期営業損失52百万円）となりました。

 
業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

石油製品販売事業 5,154 △2.5

生活用品販売事業 4,195 11.3

自動車販売事業 6,885 13.7

小計 16,235 7.4

内部取引の消去 △61 －

合計 16,174 7.1
 

 

④レジャー・サービスセグメント

ビジネスホテル事業では、インバウンド需要の拡大が続く中、客室単価が上昇したことにより営業収益は増加し

ました。旅館事業では、個人の集客強化もあり宿泊人員が増加したことに加え、消費単価も上昇したことにより営

業収益は増加しました。ドライブイン事業では、イベント会場等への出張販売や個人の集客強化にも取り組んだこ

となどにより営業収益は増加しました。索道事業（ロープウエイ）では、８月に猛暑が続いたことで涼を求める旅

客が増加したこと、旅行事業では、団体旅行の回復に加え、会員募集旅行でツアー参加人数が増えたことなどによ

りそれぞれ営業収益は増加しました。

この結果、レジャー・サービスセグメントの営業収益は71億57百万円（前年同期比６億34百万円、9.7％増）、営

業利益は４億７百万円（同１億39百万円、51.9％増）となりました。

 
業種別営業成績

区分 営業収益（百万円） 前年同期比（％）

ビジネスホテル事業 3,243 8.7

旅館事業 1,252 13.6

ドライブイン事業 425 5.3

索道事業(ロープウエイ) 397 21.5

ゴルフ場事業 234 0.5

旅行事業 1,035 14.4

自動車教習所事業 417 △0.3

その他 152 2.6

小計 7,158 9.7

内部取引の消去 △1 －

合計 7,157 9.7
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（財政状態）

当中間連結会計期間末（令和６年９月30日現在）における財政状態は、資産は時価下落に伴う投資有価証券の減

少等により1,783億87百万円（前連結会計年度末比29億６百万円減）となりました。負債は未払金等その他流動負債

の減少等により1,165億42百万円（同54億19百万円減）となりました。純資産は利益剰余金の増加等により618億44

百万円（同25億13百万円増）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益、減価償却費の計上等により61億83

百万円の収入（前年同期比54億45百万円収入増）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、主に固定資産の取得等により、83億66百万円の支出（同51億79百万円支

出増）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の増加等により、11億34百万円の収入（同25億16百万円収入減）

となり、この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、71億８百万円（前連結会計年度末比10億

48百万円減）となりました。

 
(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間期において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

 

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

(令和６年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(令和６年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 107,301,583 107,301,583

 東京証券取引所
プライム市場

名古屋証券取引所
プレミア市場

単元株式数100株

計 107,301,583 107,301,583 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

令和６年４月１日～
令和６年９月30日

 ― 107,301,583  ― 3,000,000  ― 750,000
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(5) 【大株主の状況】

令和６年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区赤坂１丁目８番１号
赤坂インターシティＡＩＲ

27,600 27.53

近鉄グループホールディングス
株式会社

大阪府大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 14,222 14.19

株式会社百五銀行 三重県津市岩田21番27号 3,888 3.88

株式会社三十三銀行 三重県四日市市西新地７番８号 3,888 3.88

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１丁目８番12号 2,458 2.45

コスモ石油プロパティサービス
株式会社

東京都港区芝浦１丁目１番１号 2,357 2.35

三重交通グループ社員持株会 三重県津市中央１番１号 1,702 1.70

三重県信用農業協同組合連合会 三重県津市栄町１丁目960番地 1,200 1.20

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 1,140 1.14

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 912 0.91

計 ― 59,370 59.22
 

(注) １　上記のほか当社所有の自己株式7,045千株があります。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口）   24,000千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　     　      3,600千株

 株式会社日本カストディ銀行（信託口４）                        1,340千株

 株式会社日本カストディ銀行（信託口）　  　　                 1,047千株

 株式会社日本カストディ銀行（年金信託口）　                       36千株

 株式会社日本カストディ銀行（年金特金口）　　　                   26千株

 株式会社日本カストディ銀行（信託Ａ口）　　  　　　               7千株

３　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（近畿日本鉄道株式会社退職給付信託口）の持株数24,000千株に

   ついては、委託者である近畿日本鉄道株式会社が議決権の指図権を留保しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和６年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 7,045,300

完全議決権株式(その他) 普通株式 100,207,400 1,002,074 ―

単元未満株式 普通株式 48,883 ― ―

発行済株式総数 107,301,583 ― ―

総株主の議決権 ― 1,002,074 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株

　　　　(議決権10個)含まれております。

２　単元未満株式数には、当社所有の自己株式2株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

令和６年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

三重交通グループホール
ディングス株式会社

三重県津市中央１番１号 7,045,300 ― 7,045,300 6.57

計 ― 7,045,300 ― 7,045,300 6.57
 

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(令和６年４月１日から令和６年９月

30日まで)に係る中間連結財務諸表について、五十鈴監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(令和６年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,666,274 9,618,189

  受取手形及び売掛金 8,111,421 7,695,328

  商品及び製品 3,738,096 4,035,335

  販売用不動産 23,650,166 23,726,663

  仕掛品 221,807 295,662

  原材料及び貯蔵品 268,168 265,391

  その他 3,177,001 2,160,946

  貸倒引当金 △11,111 △11,470

  流動資産合計 48,821,826 47,786,045

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 31,469,655 30,741,278

   機械装置及び運搬具（純額） 19,514,804 18,659,323

   土地 55,762,577 55,777,666

   その他（純額） 1,566,932 1,552,685

   有形固定資産合計 108,313,970 106,730,954

  無形固定資産   

   その他 452,253 396,727

   無形固定資産合計 452,253 396,727

  投資その他の資産   

   その他 23,806,533 23,569,274

   貸倒引当金 △100,761 △95,818

   投資その他の資産合計 23,705,772 23,473,455

  固定資産合計 132,471,995 130,601,137

 資産合計 181,293,822 178,387,183

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,322,718 4,173,322

  短期借入金 12,490,000 7,570,000

  1年内返済予定の長期借入金 25,345,289 24,432,668

  未払法人税等 1,403,240 1,380,699

  引当金 1,199,596 1,232,636

  その他 16,241,597 8,473,446

  流動負債合計 61,002,441 47,262,772

 固定負債   

  長期借入金 42,748,948 50,324,152

  引当金 418,509 434,279

  退職給付に係る負債 1,264,206 1,273,371

  資産除去債務 1,881,782 1,889,726

  その他 14,646,174 15,357,964

  固定負債合計 60,959,621 69,279,493

 負債合計 121,962,062 116,542,265
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(令和６年３月31日)
当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,000,000 3,000,000

  資本剰余金 10,572,904 10,611,551

  利益剰余金 34,742,910 38,224,023

  自己株式 △663,161 △643,725

  株主資本合計 47,652,653 51,191,849

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 6,913,164 5,964,902

  土地再評価差額金 3,282,401 3,282,401

  退職給付に係る調整累計額 1,157,775 1,067,325

  その他の包括利益累計額合計 11,353,341 10,314,629

 非支配株主持分 325,764 338,437

 純資産合計 59,331,759 61,844,917

負債純資産合計 181,293,822 178,387,183
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 令和５年４月１日
　至 令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

営業収益 43,770,370 51,112,419

営業費用   

 運輸業等営業費及び売上原価 ※1  30,945,717 ※1  36,207,399

 販売費及び一般管理費 ※2  9,338,279 ※2  9,755,178

 営業費用合計 40,283,997 45,962,577

営業利益 3,486,373 5,149,842

営業外収益   

 受取配当金 169,877 196,763

 その他 149,192 135,510

 営業外収益合計 319,069 332,274

営業外費用   

 支払利息 155,257 215,073

 その他 32,843 26,599

 営業外費用合計 188,100 241,673

経常利益 3,617,342 5,240,442

特別利益   

 補助金収入 55,699 104,557

 その他 1,060 6,816

 特別利益合計 56,759 111,374

特別損失   

 固定資産圧縮損 53,076 99,724

 その他 39,107 22,706

 特別損失合計 92,184 122,431

税金等調整前中間純利益 3,581,918 5,229,386

法人税等 872,266 1,138,376

中間純利益 2,709,651 4,091,010

非支配株主に帰属する中間純利益 5,581 9,639

親会社株主に帰属する中間純利益 2,704,070 4,081,370
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 令和５年４月１日
　至 令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

中間純利益 2,709,651 4,091,010

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 913,976 △944,797

 退職給付に係る調整額 108,150 △90,449

 その他の包括利益合計 1,022,126 △1,035,247

中間包括利益 3,731,777 3,055,762

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 3,724,471 3,042,658

 非支配株主に係る中間包括利益 7,306 13,103
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 令和５年４月１日
　至 令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
　至 令和６年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 3,581,918 5,229,386

 減価償却費 2,325,610 2,492,100

 受取利息及び受取配当金 △171,137 △197,967

 支払利息 155,257 215,073

 固定資産売却損益（△は益） △60 △349

 固定資産処分損益（△は益） 18,619 22,603

 売上債権の増減額（△は増加） 323,839 △180,410

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,645,658 △454,196

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,669,307 △222,502

 未払又は未収消費税等の増減額 △265,594 1,300,795

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △213,359 387,871

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △194,479 △1,366,805

 その他 128,271 △66,570

 小計 1,373,918 7,159,027

 利息及び配当金の受取額 170,887 197,701

 利息の支払額 △136,041 △210,984

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △671,138 △962,259

 営業活動によるキャッシュ・フロー 737,626 6,183,485

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 - △1,000,000

 固定資産の取得による支出 △3,278,954 △7,546,666

 固定資産の売却による収入 660 1,094

 投資有価証券の取得による支出 △2,660 △63,018

 投融資による支出 △85,543 △16,348

 投融資の回収による収入 250,584 33,154

 預り保証金の返還による支出 △265,074 △299,915

 預り保証金の受入による収入 186,734 595,581

 その他 7,356 △70,382

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,186,896 △8,366,500

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,380,000 △4,920,000

 長期借入れによる収入 12,125,000 21,760,000

 長期借入金の返済による支出 △11,345,396 △15,097,417

 自己株式の取得による支出 △134 △70

 配当金の支払額 △499,196 △600,257

 非支配株主への配当金の支払額 △430 △430

 その他 △8,709 △6,894

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,651,132 1,134,929

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,201,862 △1,048,085

現金及び現金同等物の期首残高 7,473,177 8,156,274

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  8,675,039 ※  7,108,189
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【注記事項】

(中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

    (税金費用の計算)

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(中間連結貸借対照表関係)

　 １ 偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
(令和６年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

 千円 千円
一般顧客
（住宅ローン等）

874,450 ―

その他 614 66

計 875,064 66
 

 

  ２ コミットメントライン契約

 不慮の支出に備える等の理由から、取引銀行１行とコミットメントライン契約(特定融資枠契約)を締結しており

ます。なお、当該契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
 

前連結会計年度
(令和６年３月31日)

当中間連結会計期間
(令和６年９月30日)

 千円 千円

貸出コミットメントの総額 1,000,000 1,000,000

借入実行残高 ― ―

差引額 1,000,000 1,000,000
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※１ 運輸業等営業費及び売上原価のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自 令和５年４月１日
至 令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日)

 千円 千円

人件費 8,336,203 8,632,411

（うち賞与引当金繰入額） (674,993) (773,534)

（うち退職給付費用） (66,477) (33,440)

商品売上原価 16,108,958 20,771,048
 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自 令和５年４月１日
至 令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日)

  千円  千円

人件費 3,275,316  3,313,540  

（うち賞与引当金繰入額） (386,790) (438,745) 

（うち退職給付費用） (112,081) (73,357) 
 

 

３　売上高の季節的変動

　前中間連結会計期間（自 令和５年４月１日　至 令和５年９月30日）及び当中間連結会計期間（自 令和６年

４月１日　至 令和６年９月30日）

　当社グループの営業収益及び営業費用は、不動産業において、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期

間に販売する割合が大きいため、中間連結会計期間の営業収益及び営業費用は中間連結会計期間以降に比べて少な

くなるという季節的な変動があります。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間

(自 令和５年４月１日
至 令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日)

 千円 千円
現金及び預金 10,535,039 9,618,189

預入期間が３か月を超える
定期預金

△1,860,000 △2,510,000

現金及び現金同等物 8,675,039 7,108,189
 

 

(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 令和５年４月１日 至 令和５年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和５年６月23日
定時株主総会

普通株式 499,196 5.00 令和５年３月31日 令和５年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和５年10月26日
取締役会

普通株式 600,257 6.00 令和５年９月30日 令和５年11月21日 利益剰余金
 

 
 

当中間連結会計期間(自 令和６年４月１日 至 令和６年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和６年６月20日
定時株主総会

普通株式 600,257 6.00 令和６年３月31日 令和６年６月21日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

 
決議 株式の種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和６年10月23日
取締役会

普通株式 601,537 6.00 令和６年９月30日 令和６年11月21日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前中間連結会計期間(自 令和５年４月１日 至 令和５年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額

(注)１

中間連結損益

計算書計上額

(注)２運輸 不動産 流通
レジャー・

サービス
計

営業収益        

 外部顧客への

 営業収益
10,461,179 13,033,002 13,877,524 6,398,663 43,770,370 ― 43,770,370

 セグメント間の

 内部営業収益又は

 振替高

814,798 1,125,814 1,218,414 123,679 3,282,707 △3,282,707 ―

計 11,275,978 14,158,817 15,095,938 6,522,342 47,053,077 △3,282,707 43,770,370

セグメント利益

又は損失(△) 
203,526 3,017,037 △52,243 268,049 3,436,371 50,001 3,486,373

 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額50,001千円には、セグメント間取引消去及び棚卸資産の調整額他が含

まれております。

２　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当中間連結会計期間(自 令和６年４月１日 至 令和６年９月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：千円)

 
報告セグメント

調整額

(注)１

中間連結損益

計算書計上額

(注)２運輸 不動産 流通
レジャー・

サービス
計

営業収益        

 外部顧客への

 営業収益
11,060,580 17,967,236 15,063,363 7,021,238 51,112,419 ― 51,112,419

 セグメント間の

 内部営業収益又は

 振替高

756,927 1,200,438 1,110,776 135,996 3,204,138 △3,204,138 ―

計 11,817,507 19,167,675 16,174,140 7,157,235 54,316,558 △3,204,138 51,112,419

セグメント利益 519,638 3,971,093 215,686 407,208 5,113,627 36,214 5,149,842
 

(注) １　セグメント利益の調整額36,214千円には、セグメント間取引消去及び棚卸資産の調整額他が含まれておりま

す。

２　セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　令和５年４月１日 至　令和５年９月30日）

 (単位：千円)

 

 報告セグメント

運輸 不動産 流通
レジャー・
サービス

計

一般乗合旅客自動車運送事業 5,146,762 － － － 5,146,762

一般貸切旅客自動車運送事業 2,489,961 － － － 2,489,961

旅客運送受託事業 1,804,077 － － － 1,804,077

分譲事業 － 3,233,203 － － 3,233,203

賃貸事業 － 702,573 － － 702,573

建築事業 － 1,425,756 － － 1,425,756

環境エネルギー事業 － 3,126,922 － － 3,126,922

石油製品販売事業 － － 4,575,272 － 4,575,272

生活用品販売事業 － － 3,770,575 － 3,770,575

自動車販売事業 － － 5,531,676 － 5,531,676

ビジネスホテル事業 － － － 2,971,404 2,971,404

その他 1,020,378 1,374,593 － 3,427,258 5,822,230

顧客との契約から生じる収益 10,461,179 9,863,050 13,877,524 6,398,663 40,600,417

その他の収益 － 3,169,952 － － 3,169,952

外部顧客への営業収益 10,461,179 13,033,002 13,877,524 6,398,663 43,770,370
 

 
当中間連結会計期間（自　令和６年４月１日 至　令和６年９月30日）

 (単位：千円)

 

 報告セグメント

運輸 不動産 流通
レジャー・
サービス

計

一般乗合旅客自動車運送事業 5,363,317 － － － 5,363,317

一般貸切旅客自動車運送事業 2,861,929 － － － 2,861,929

旅客運送受託事業 1,832,866 － － － 1,832,866

分譲事業 － 7,674,152 － － 7,674,152

賃貸事業 － 764,564 － － 764,564

建築事業 － 1,552,530 － － 1,552,530

環境エネルギー事業 － 3,043,386 － － 3,043,386

石油製品販売事業 － － 4,464,748 － 4,464,748

生活用品販売事業 － － 4,195,384 － 4,195,384

自動車販売事業 － － 6,403,231 － 6,403,231

ビジネスホテル事業 － － － 3,229,379 3,229,379

その他 1,002,466 1,406,567 － 3,791,859 6,200,893

顧客との契約から生じる収益 11,060,580 14,441,201 15,063,363 7,021,238 47,586,384

その他の収益 － 3,526,035 － － 3,526,035

外部顧客への営業収益 11,060,580 17,967,236 15,063,363 7,021,238 51,112,419
 

EDINET提出書類

三重交通グループホールディングス株式会社(E04233)

半期報告書

21/26



 

(１株当たり情報)

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間

(自 令和５年４月１日
至 令和５年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 令和６年４月１日
至 令和６年９月30日)

１株当たり中間純利益 27円07銭 40円77銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 2,704,070 4,081,370

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

2,704,070 4,081,370

普通株式の期中平均株式数(千株) 99,888 100,096
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

 第19期（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）中間配当について、令和６年10月23日の取締役会におい

て、令和６年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

（1）配当金の総額　　　　　　　　  　　　　　　　 601,537千円

 (2) 1株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　 　６円00銭

 (3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　令和６年11月21日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

令和6年11月11日

三重交通グループホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

五 十 鈴 監 査 法 人

　　 本部・津事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 下   津   和   也  

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中   出   進   也  

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 船   越   勇   輝  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三重交通グルー

プホールディングス株式会社の令和6年4月1日から令和7年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（令和6年4

月1日から令和6年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、三重交通グループホールディングス株式会社及び連結子会社の令和6年9月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連
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結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　　上

 
 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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